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 （目的） 

第１条 この要領は，つやま産業支援センター（以下「センター」という。）が，

津山市内の優れた技術を持つ企業が，下請からの事業転換や主に地域外に販売

する目的で自社製品の付加価値化のために行う新商品の試作品や新技術の導

入に係る経費に対して，つやま企業サポート事業付加価値化・事業転換サポー

ト補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内において交付し，下請け業

態からの転換を支援することを目的とする。 

２ 補助金の交付に関しては，つやま企業サポート事業補助金交付要綱（以下「補

助金交付要綱」という。）に定めるもののほか，この要領の定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象者は，補助金交付要綱第２条第１号に定める企業（以

下「補助対象者」という。）をいう。ただし，補助金交付要綱第３条第２項各号

に掲げる要件に該当する場合はこの限りでない。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業は，補助対象者が実施する新商品開発のうち，下

請けからの事業転換を図ること若しくは，主に地域外に販売することを目的と

し，補助対象者が有する技術を用いて開発する新規性，独自性を有する付加価

値を高めた商品の試作品の開発及びそれに付随する新技術導入に係るものと

する。 

 （補助対象経費等） 



第４条 補助の対象となる経費及び補助対象期間は，次の各号に掲げるとおりと

する。 

 (１) 補助対象経費 

事業に要する経費とし，内容等は別表に定めるものとする。 

 (２) 補助対象期間 

   補助金の交付決定の日から，当該年度末日の１０日前までとする。 

 （補助金の申請等） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は，別に定める様式による交付申請書

に次の各号に掲げる書類を添えて，２月末までにセンターに提出しなければな

らない。 

 (１) 経営革新計画書（革新性のある事業として申請する場合で，かつ県知事

又は国から承認されている場合） 

(２) 市税完納証明書 

(３) その他センターが必要と認める書類 

２ センターは，革新性のある事業として前項の申請があったときは，その内容

をつやま企業サポート事業付加価値化・事業転換サポート補助金審査要領（以

下「審査要領」という。）に基づき，前項の提出書類等について事業の革新性等

を審査するものとする。 

 （補助金交付の制限） 

第６条 補助金交付の対象となる事業は，１補助対象者当たり，補助対象経費の

うち，３分の２以内とし，同一年度において４０万円を限度とする。 

２ 革新性のある事業は，１補助対象者当たり，補助対象経費のうち，３分の２

以内とし，同一年度において８０万円を限度とする。 

３ 補助金の申請については１企業あたり同一年度内において１回のみとする。

ただし，ＭＡＤＥ ＩＮ ＴＳＵＹＡＭＡの製品を新たに開発する場合は，さら

に１回申請することができる。 

４ 補助金の交付は同一事業につき２回を限度とする。 

（実績報告） 

第７条 補助事業者は，補助事業が完了したときは，当該事業完了の日から３０

日を経過した日又は当該年度末日の１０日前のいずれか早い日までに，別に定

める様式による実績報告書に次の各号に掲げる書類を添えてセンターに提出

しなければならない。 

 (１) 補助対象経費の内容及び領収が確認できる書類等の写し 

(２) 事業成果の分かる書類 

(３) その他センターが必要と認める書類 



（補助金の支払い方法） 

第８条 補助金の支払いは，精算払いとする。 

（努力義務） 

第９条 革新性のある事業として申請する者で経営革新計画の承認を得ていな

い者は，承認取得に向けて努力すること。 

（その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，

センターが別に定める。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要領は，制定の日から施行し，令和６年度分の補助金から適用する。  



別表 

※借上げに要する経費については，補助対象期間内支出部分のみを対象とする。 

経費区分 内容 補助率 

旅費 

○新商品開発を行うために直接必要な旅費（国内を原則とす

る） 

 ※タクシー代，グリーン料金，航空運賃等のファーストク

ラス料金等は含まない。 

※支出額合計の１／５以内 

２／３ 

 

原材料費 ○試作に必要な原料，材料，副資材の購入に要する経費 

機械装置費 

○機械装置又は分析等機械装置の借上げに要する経費 

○機械装置又は自社により機械装置を製作する場合の部品

並びに分析等機械装置の購入に要する経費 

 ※「分析等機械装置」とは，測定，分析，解析，評価等を

行う機械装置をいう。 

○機械装置を外注により試作，改良，据付け，修繕する場合

に要する経費 

※支出額合計の１／２以内 

工具・器具費 

○機械装置等を製作するための専用工具・専用器具の借上げ

に要する経費 

○専用工具・専用器具の購入に要する経費 

○専用工具・専用器具を外注により試作，改良，据付け，修

繕する場合に要する経費 

先行技術調査費 

○当該事業に係る産業財産権等に関する先行技術調査又は

取得に要する経費 

※弁理士への手続代行費用及び翻訳料等に要する経費の

うち，特許出願料，審査請求料及び特許料等日本の特許

庁に納付される経費，拒絶査定に対する審査請求又は訴

訟を行う場合に要する経費を除いたもの 

委託費 

○大学等との共同研究契約等に基づき当該大学等に委託す

る経費 

 ※大学等に現物支給する場合の消耗品費等を含む。 

 ※人件費は除く。 

技術指導受入費 

○外部からの技術指導を特に必要とする場合，技術者等に支

払う謝金等の経費 

 ※支出額合計の１／２以内 

外注費 

○設計，デザイン，ソフトウェアのプログラミング及び原材

料等の再加工を外注する場合に要する経費 

○製品及びパッケージデザインの試作 

※構築物，機械装置又は工具・器具を外注する場合を除く。 

※支出額合計の１／２以内。ただし，市内企業に外注する

場合を除く。 

人件費 

〇自社で設計，デザイン，ソフトウェアのプログラミングに

従事する場合の人件費 

※情報通信業以外は支出額合計の１／３以内 

その他経費 
○上記以外の経費であってセンターが特に必要と認める経

費 


